
⼤阪府リサイクル製品認定制度の現状

資料２-１
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１．制度の⽬的・概要等
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⼤阪府では⼤阪府循環型社会形成推進条例第12条に基づき、「⼤阪府リサイクル製品認定制度」を運⽤。

この制度により認められた製品を「⼤阪府認定リサイクル製品」（以下、認定製品）という。

（参考）⼤阪府循環型社会形成推進条例第12条

(再⽣品の認定及び普及)

第⼗⼆条 知事は、循環資源の循環的な利⽤を促進し、及び循環型社会の形成に寄与する事業を営む事業者を

育成するため、再⽣品のうち、別に定めるところにより循環資源の循環的な利⽤の促進に特に資するものを、

事業者の申請に基づき認定し、及びその普及に努めるものとする。

制度の⽬的

○⼤阪府認定リサイクル製品

○⼤阪府リサイクル製品認定制度の⽬的

１．リサイクルの促進

• 廃棄物等を原材料とする製品の普及による、循環資源の循環的利⽤の促進。

• ⾏政が率先購⼊の対象とすることや、府⺠、企業、市町村等へ認定製品を推奨することにより、需要が拡

⼤し、価格の低廉化による更なる需要の拡⼤効果を期待。

２．再資源化事業者等の育成

• リサイクル関連産業の事業活動が活性化され、優良な再資源化事業者や循環資源を利⽤して製品を製造す

るなどリサイクルに寄与する企業を育成。
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１．認定対象製品

• 対象として定める品⽬で、⼤阪府内で販売されており、以下のいずれかに該当するもの

(1) ⼤阪府内で発⽣する循環資源を使⽤して、⽇本国内で製造されるもの

(2) ⽇本国内で発⽣する循環資源を使⽤して、⼤阪府内で製造されるもの

２．認定基準

• 循環資源の配合率、各種規格（JIS等）への適合、有害物質が使⽤されていないことなど

３．認定区分

• 第１区分：なにわエコ良品

• 第２区分：なにわエコ良品ネクスト

（当該製品の使⽤済品を製造者が⾃ら回収し、使⽤済品が素材としてリサイクルされる製品）

４．認定期間

• ３年間（３年ごとに認定申請が必要）

５．認定⼿数料

• １申請につき18,000円 ※申請に必要な費⽤は申請者負担

６．認定証交付・認定マーク付与

• 認定した製品には、認定証を交付するとともに、認定マークを付与

○認定基準等

制度の概要
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2003年３⽉
「循環型社会形成推進条例」制定
（第１２条に「再⽣品の認定及び普及」を規定し、認定制度を位置付け）

2004年４⽉
「⼤阪府リサイクル製品認定要領」施⾏
対象（府内で発⽣する循環資源を使⽤し、府内で製造する製品が対象）

９⽉ 第１回認定の実施

2010年度 ⼿数料徴収を開始（18,000円／件）

2011年度 対象拡⼤（府内で発⽣する循環資源を使⽤し、国内で製造する製品が対象）

2014年９⽉ 府環境審議会に諮問（より質の⾼いリサイクルを促進する認定制度のあり⽅）

2015年６⽉ 府環境審議会より答申

11⽉

答申を踏まえ、認定要領を改正
• 使⽤済品を回収リサイクルする製品を新たに「なにわエコ良品ネクスト」として認定
• コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊を原料とする「再⽣舗装材」は、建設リサイク
ル法の定着を踏まえ、2019年２⽉末に認定対象から除外。

• 販売実績等の実績を報告（毎年度６⽉）

2018年４⽉ 対象拡⼤（国内で発⽣する循環資源を使⽤し、府内で製造する製品も対象に）

2019年２⽉ コンクリート塊等の「再⽣舗装材」の認定終了（11事業者35製品）

2019年度 認定事務の効率化を図るため、募集・認定を、年２回から１回へ変更

2020年４⽉
認定要領を改正
・最新のエコマーク認定基準を踏まえて対象品⽬や認定基準等を改正

制度の経過
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認定のメリット

１．認定証及び認証マークの付与

２．認定製品の率先購⼊

⇒ 府のグリーン調達⽅針に基づく率先購⼊の対象となる

３．りそな銀⾏の融資制度の認証対象

⇒ ⼤阪府内で事業を営む中⼩企業を対象とした

「エコビジョン・ダイバーシティ・カンパニー」融資制度の

対象企業となる（2017年度〜）

４．府による認定製品のＰＲ

⇒ リーフレット等の作成・配布、府のホームページへの掲載、

府⽴施設や商業施設環境関連イベントなどでの展⽰により

認定製品のＰＲを⾏っている

５．府⺠等への推奨

⇒ 認定製品の使⽤を促進するため、

府⺠、企業、市町村等に対して認定製品をPR

認定証

認定マーク
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２．認定等の現況
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 製品数については微増傾向（2019年：257製品⇒ 2023年：345製品）

 「なにわエコ良品ネクスト」については増加傾向（2019年：66製品⇒ 2023年：150製品）

 認定製品の内訳では、⽇⽤品・事務⽤品等の製品数が増加傾向

・2022年度：⼟⽊・建築資材68%、⽇⽤品・事務⽤品32%

・2023年度：⼟⽊・建築資材59%、⽇⽤品・事務⽤品41%

○⼤阪府認定リサイクル製品数の推移・製品内訳

⼤阪府認定リサイクル製品数の推移 認定製品の内訳

（345製品・2023年度末時点）

認定製品数の推移と品⽬
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 認定事業者数については横ばい傾向、なにわエコ良品ネクストの認定事業者数は微増傾向

 ここ数年では、⼤⼿企業からの申請が増加傾向（住之江織物、⼤王製紙、エコリカ等）
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主な取組み（認定製品のPR）

リーフレット等の作成・配布、府のホームページへの掲載、イベントにおける製品の展⽰等、リサイクル製品認

定制度の周知や認定製品の紹介を実施

府⺠向けリーフレット

○イベント等でのPR

イベント等でのPR

※ロハスフェスタ万博2023春
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○調達⽅針の記載例 例：消⽕器

「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」（通称「グリーン購⼊法」）の規定に基づき、環境物品等
及び認定リサイクル製品その他の再⽣品の調達の推進を図るため、調達⽅針を定め、庁内におけるグリーン購⼊
やリサイクル製品の調達を推進

（グリーン調達とは）
商品やサービスを購⼊する際に、価格・機能・品質だけでなく、「環境」の視点を重視し、環境への負荷ができ
るだけ少ないものを選んで優先的に調達（購⼊）すること

○⼤阪府グリーン調達⽅針

主な取組み（府の率先購⼊）

トイレットペーパー
（原料：オフィス古紙等）

消⽕器

（消⽕薬剤を再使⽤）

⼟⽊・建築資材

ファイル
（原料：古紙パルプ等）

クリップボード
（原料：古紙パルプ等）

コピー⽤紙
（原料：間伐材等）

○府庁で調達されている⼤阪府リサイクル認定製品例
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○府内19市で策定（未公表含む）※令和６年1⽉調べ

• ⼤阪市、堺市、豊中市、池⽥市、吹⽥市、⾼槻市、枚⽅市、茨⽊市、⼋尾市、泉佐野市、寝屋川市、⼤東市、
和泉市、柏原市、⾨真市、摂津市、藤井寺市、東⼤阪市、⼤阪狭⼭市

○調達⽅針の中で認定製品の記載があるのは堺市・吹⽥市

堺市

特定調達物品等※を判断する⽬安として活⽤することができる環境ラベルの⼀つとして、⼤阪府認
定リサイクル製品マークを紹介

※市が重点的に調達を推進する環境物品等のうち、基準を満たしているものをいう

吹⽥市

市が定めるグリーン購⼊の対象品⽬のうち、判断基準の「優先順位２」※を満たす環境ラベルの⼀
つとして、⼤阪府認定リサイクル製品マークを紹介

※できるだけ優先順位１のものを選択し、優先順位１が選択できない場合は、優先順位２のものを選択することとされている

主な取組み（府の率先購⼊）

2018 2019 2020 2021 2022

購⼊⾦額合計 4,922 2,584 10,408 1,570 2,773 

トイレットペーパー 2,543 443 7,193 1,178 1,790 

デスクマット 21 30 48 95 153 

クリップボード 14 5 23 6 17 

綴込表紙 1,651 85 4 50 0 

ファイル 572 1,935 1,855 86 425 

消⽕器 0 81 1,285 154 356 

防災⽤備蓄⽑布 8 0 0 0 32 

⼿指消毒剤 114 5 - - -

○府庁での認定リサイクル製品の調達実績の内訳 （千円）

※⼿指消毒剤の認定は2019年度、防災⽤備蓄⽑布は2022年度まで（以降は事業者より再申請されず）

12


